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1．は じ め に

近時、実行の着手時期をめぐる議論には大きな動きがみ

られるところ 1）、すり替え型キャッシュカード窃盗と呼ば

れる事案の登場は、実行の着手論に対して更なる問題を投

げかけることとなった。

（1）すり替え型キャッシュカード窃盗とは

そもそもすり替え型キャッシュカード窃盗とは、一般

に、次のような手順で被害者からキャッシュカードを取る

手口のことを指す 2）。すなわち、まず、架け子が、金融庁

職員や警察官等になりすまして被害者に電話をかけ、「銀

行口座が不正取引の被害に遭っている。職員が自宅に行く

ので、キャッシュカードを確認させてほしい。」などと申

し向ける。架け子は、この電話の際に、被害者から持って

いるキャッシュカードの枚数、それぞれの暗証番号および

各預金口座の残高を聞き出す。他方、受け子は、指示役か

ら被害者の住所およびキャッシュカードの枚数の連絡を受

けると、あらかじめキャッシュカードと同じ枚数の無価値

なポイントカードを白色封筒に入れて「ダミー封筒」を作

成した上、別の空の白色封筒と一緒に携えて、被害者宅に

赴く。そして、受け子は、被害者方玄関先で被害者に会う

と、金融庁職員や警察官等を名乗った上で、被害者に空

の封筒を渡し、「キャッシュカードを証拠品として保全す

る必要がある。」などと言って、被害者に封筒内にキャッ

シュカードを入れさせる。続けて、受け子は、被害者に対

して、「割り印をして封印するために印鑑が必要だ。」など

と言い、被害者にキャッシュカードが入った封筒を玄関先

に残させたまま、屋内に印鑑を取りに行かせ、その隙に

キャッシュカードが入った封筒と前記「ダミー封筒」とを

すり替える。さらに、受け子は、戻ってきた被害者に「ダ

ミー封筒」を渡して割り印をさせ、後で警察官が来るまで

絶対に開封しないようになどと指示した上、キャッシュ

カードが入った封筒を持って逃走する。

この種の事案は、その手口が特殊詐欺に類似しているこ

とから、「すり替え詐欺」などと呼ばれることもあるが、

被害品であるキャッシュカードの移転が被害者の交付行為

を経由していないことから、詐欺罪ではなく、窃盗罪を構

成するものと一般に理解されており 3）、「すり替え盗」や

「トリック窃盗 4）」などと呼ばれる。

（2）問題の所在

このすり替え型キャッシュカード窃盗の事案をめぐって

は、刑法解釈上、様々な点が問題となりうるところ 5）、冒

頭で述べたように、近年、とくにその実行の着手時期が注

目を集めている。すなわち、犯行グループが上述したすり

替え作戦に取り掛かったものの、捜査機関に発覚するなど

して、途中でその計画が頓挫した場合、窃盗未遂罪の成否

が問題となる 6）。この点、例えば、被害者宅において、ダ

ミー封筒とすり替えるべく、印鑑を取りに行った被害者が

玄関先に残したキャッシュカード入りの封筒に受け子が手

を伸ばしたところ、予想外に早く戻ってきた被害者に見つ

かったために、何も取らずに逃走したような場合、窃盗罪

の実行の着手があったとして、未遂罪の成立を認めること

におそらく異論はないであろう。それでは、被害者宅にお

いて受け子が「キャッシュカードを証拠品として保全する

必要がある。」「割り印をして封印するために印鑑が必要

だ。」などと虚偽の事実を申し向けたものの、被害者に看

破された場合はどうか。あるいは、受け子が被害者宅のイ

ンターホンを鳴らし金融庁職員などを名乗って来訪した時
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点や、さらにさかのぼって、架け子が電話で被害者に虚偽

の事実を申し向けた時点などで、捜査機関に発覚した場合

はどうか。このような形で、すり替え型キャッシュカード

窃盗においては、窃盗罪の実行の着手時期がしばしば問題

となるところ、近時、この問題に関して判断を示した下級

審判例が相次いで登場している。

そこで、本稿では、すり替え型キャッシュカード窃盗に

おいて、実行の着手時期をどこまで前倒しすることが可能

と考えられているのか、近時の裁判例の動向を明らかにす

るとともに、そこで示された判断について若干の検討を加

えることとする。

2．近時の裁判例

（1）大阪地判令和元年 10 月 10 日 LEX/DB25566238

（裁判例①）

まず、この問題に関するリーディングケースとみられる

のが、裁判例①である 7）。本判決は、被告人らがすり替え

型キャッシュカード窃盗を共謀し、架け子役の共犯者が被

害者 A に電話をかけた後、受け子役の被告人が被害者宅

付近の路上で待機していたところ、警戒中の警察官に職務

質問されたために、その目的を遂げなかったという事案に

つき、次のように述べて、窃盗未遂罪の成立を認めた 8）。

本件の「ⓐ犯行計画を踏まえると、架け子による欺罔行

為によってその内容を A に誤信させることにより、A は、

その後自宅を訪れる被告人が金融庁職員であると容易に誤

信し、被告人の持参した封筒にキャッシュカードと暗証番

号を記載したメモを入れることや封筒に印鑑を押すことを

求めても疑問を感じることなく応じると考えられ、そうで

あれば、Ⓒ A が被告人を警戒することなくその面前に封

筒を置いたまま印鑑を取りに行く可能性も相当高く、その

結果封筒をすり替えてキャッシュカードを窃取する可能性

も飛躍的に高まると認められる。このように、ⓑ架け子

による欺罔行為は、その後に被告人が A 方を訪れてから

キャッシュカード入りの封筒のすり替え行為に至るまでの

一連の行為を確実かつ容易に行うために必要不可欠なもの

であったということができ、ⓒ架け子による欺罔行為に

よって A がその内容を誤信するに至れば、通常は計画を

完遂する上で大きな障害はなく、計画の重要部分を終えた

ものとみることができる。さらに、ⓓ本件では、架け子

による欺罔行為後速やかに被告人が A 方を訪れてキャッ

シュカードを入手することが計画されており、実際、……

被告人は、盗む予定のキャッシュカードと同数のポンタ

カードを入れた封筒を準備した上で、A 方玄関から 12m

余りの路上で待機し、いつでも A 方を訪問できる状況に

至っていた。これらの事情を踏まえると、Ⓐ架け子による

欺罔行為や被告人の待機行為は、計画されていた被告人に

よるすり替え行為と密接な行為であり、Ⓑ架け子による欺

罔行為が行われた時点で既に被告人によるすり替え行為が

行われる客観的な危険性が飛躍的に高まったと認められる

から、その時点において窃盗罪の実行の着手があったもの

と解するのが相当である。」（丸囲英字・波線部・下線部いず

れも筆者）

（2）横浜家川崎支判令和 2 年 1 月 14 日判タ 1484 頁

252 頁（裁判例②）

次に、裁判例②は、少年らがすり替え型キャッシュカー

ド窃盗を共謀し、架け子役の共犯者（氏名不詳者）が被害

者に電話をかけた後、受け子役の別の共犯者 B が被害者

方のインターホンを押したところ、警戒中の警察官に気づ

きその場から立ち去ったために、その目的を遂げなかった

という事案につき、次のように述べて、窃盗未遂罪の成立

を認めた 9）。

本件の「ⓐ犯行計画に照らせば、ⓑ氏名不詳者の被害者

に対する……一連の発言は、すり替え行為を円滑に行わせ

るためにすり替え行為の前提としてされたものであるし、

すり替え行為の成功に必要不可欠なものであったといえる

ので、すり替え行為と密接に関連するものであって、占有

侵害に向けられた行為の一部であったといえる。そして、

……ⓒ被害者がその発言を真実であると誤解した場合に

は、犯人らの計画を完遂する上で障害となるような特段の

障害は存在しないといえるし、本件においては被害者が実

際に上記発言を真実であると誤解している」。「以上のとお

り、Ⓐ氏名不詳者が被害者に対して行った一連の発言は B

のすり替え行為と密接に関連し、ⒷⒸ一連の発言がされ、

B が被害者方のインターホンを押した時点で、すり替え行

為が行われる客観的な危険が飛躍的に高まっていたと認め

られるから、遅くともその時点では窃盗未遂罪が成立する

と考えられる。」（丸囲英字・波線部・下線部いずれも筆者）

（3）宇都宮地足利支判令和 3 年 3 月 17 日 LEX/DB25 

569194（裁判例③）

また、裁判例③は、被告人らがすり替え型キャッシュ
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カード窃盗を共謀し、架け子役の共犯者が 2 回にわたっ

て被害者に電話をかけ、その頃、受け子役の被告人が被害

者方付近に赴いたものの、指示役からの指示に従い、被害

者方から百数十メートルの距離にある別の場所で待機して

いたところ、警戒中の警察官に職務質問されたために、そ

の目的を遂げなかったという事案につき、次のように述べ

て、窃盗未遂罪の成立を認めた。

本件の「ⓐ犯行計画に照らすと、被告人が被害者方を訪

問する前提として、被害者が、被告人は金融機関の職員で

あり、キャッシュカードを確認するために被害者方を訪問

したと誤信していることが必要であるから、ⓑ共犯者らに

よる 2 回の電話は、被告人がキャッシュカードのすり替

えを確実かつ容易に行うために不可欠であり、これらは

一連の行為として不可分の関係にあるといえる」。「そし

て、被害者が、共犯者らからの電話の内容が真実であると

誤信すれば、それに引き続いて被告人が被害者方を訪問し

た際、被害者は、特段の疑問もなくキャッシュカードを被

告人に示して確認してもらった上、被告人の指示に従っ

てキャッシュカードを入れた封筒に押印すると考えられ

るから、被告人が、銀行印を取りに行く被害者の隙を狙

い、キャッシュカード入りの封筒を事前に準備したポイン

トカード入りの封筒とすり替えることは非常に容易といえ

る。特に、キャッシュカードを『すり替える』形態の特殊

詐欺は、被害者としてはキャッシュカードが自分の手元に

残っているという認識でいることから、被害者方を訪問す

るいわゆる受け子役の者にキャッシュカードを『交付させ

る』形態の特殊詐欺と比べて、被害者にとってより警戒感

が乏しいため、被害者が電話の内容が真実であると誤信す

れば、被害者方を訪問する者に対してもさして警戒するこ

となく対応し、その結果、容易にキャッシュカードをすり

替えられてしまうことになる。このように、ⓒ共犯者ら

による 2 回の電話で被害者を誤信させることができれば、

それ以降の計画を遂行する上で障害となる特段の事情はな

いといえ、ⒷⒸ共犯者らが被害者方に 2 回目の電話をか

けて……うそを述べたことにより、被告人によってキャッ

シュカードの窃取行為が行われる現実的な危険性が著しく

高まったとみることができる」。「また、被告人は、……被

害者方の発見には至らなかったものの、被害者方を探して

すぐ前の道を歩くなど、被害者方の直近まで来ていた。そ

して、指示役の指示で、別の場所で待機することとなった

が、……被害者方から百数十メートルの距離にある C 駅

の待合室で待機しており、その後……も同駅付近にいたの

であるから、ⓓ共犯者らの 2 回の電話は、被告人による

すり替え行為と時間的にも場所的にも近接していたといえ

る」。「以上によれば、Ⓐ遅くとも架け子役の共犯者らが被

害者方に 2 回目の電話をかけ、被害者に対して……うそ

を述べた時点で、目的財物の占有を侵すについて密接な行

為を開始したと評価することができ、この時点で窃盗罪の

実行の着手があったと認めるのが相当である。」（丸囲英字・

波線部・下線部いずれも筆者）

（4）東京高判令和 3 年 3 月 11 日 LEX/DB25590988

（裁判例④）

さらに、裁判例④は、被告人らがすり替え型キャッシュ

カード窃盗を共謀し、架け子役の共犯者（氏名不詳者）が

被害者に電話をかけた後、受け子役の被告人が被害者方の

インターホンを鳴らしたが、被害者が被告人らの意図を看

破したために、その目的を遂げなかったという事案につ

き、次のように述べて、窃盗未遂罪の成立を認めた 10）。

「原判決の……判断は、氏名不詳者が被害者に電話をか

け、本件欺罔行為に及んだ時点で、直ちに窃盗罪の実行の

着手が認められるとした点はともかく、本件について、窃

盗の実行の着手を認め、窃盗未遂罪が成立したとする結論

は、相当である」。「ⓑ氏名不詳者が被害者に対して行った

本件欺罔行為は、……本件計画の一環として行われたもの

で、被告人が確実かつ容易にキャッシュカード等の入った

封筒をすり替えて窃取するために必要かつ不可欠なものと

いえる。また、被告人は、氏名不詳者が本件嘘を被害者に

述べるのと並行して、……すり替え用の偽封筒等を準備し

て、被害者方に向かい、実際に、門扉脇のインターホンを

鳴らして被害者に来訪を告げているが、このことも、本件

計画の一環であり、予定される窃取行為に必要不可欠なも

のといえる。そして、ⓒこれらの氏名不詳者及び被告人の

行為の後には本件計画を遂行する上で障害となるような特

段の事情も存在せず、ⓓ氏名不詳者及び被告人の行為とそ

の後に予定される窃取行為との間に場所的時間的近接性が

認められる。以上によれば、本件では、ⓐ本件計画に基づ

き、Ⓐ氏名不詳者が被害者に本件嘘を告げ、被告人が被害

者方の門扉脇のインターホンを鳴らして来訪を告げたこと

により、キュッシュカード及び暗証番号を書いたメモの

入った封筒をすり替えて窃取するという窃取行為に密接で

あり、かつ、Ⓑ窃取という結果発生に至る客観的な危険性
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が明らかに認められる行為が行われたということができ

る」。「したがって、本件計画に基づき、氏名不詳者が被害

者に本件嘘を告げ、それから間もなく被告人が被害者方を

訪れているという本件の事実関係の下においては、窃盗罪

の実行の着手があったものと解するのが相当である。」（丸

囲英字・波線部・下線部いずれも筆者）

（5）小括

以上みてきたように、近時の裁判例は、すり替え型

キャッシュカード窃盗において、遅くとも受け子が被害者

方のインターホンを鳴らした時点で、窃盗罪の実行の着手

が認められうることを前提に（裁判例②④）、それより以前

の、具体的には、架け子が電話で被害者に虚偽の事実を申

し向けた時点にまで着手時期を前倒しすることを認めるも

のもある（裁判例①③）、と整理することができよう 11）。

3．実行の着手時期をめぐる判例の展開

続いて、本稿が対象とするすり替え型キャッシュカード

窃盗の未遂事案と関連しうる限りにおいて、簡単にではあ

るが、実行の着手時期をめぐる判例の展開を確認しておく。

（1）窃盗罪

窃盗罪の実行の着手時期は、判例上、「他人の財物に対

する事実上の支配を犯すにつき密接なる行為を為したる

とき」に認められるとされ 12）、必ずしも構成要件該当行

為たる窃取行為（占有侵害行為）の開始までは要求されず、

基本的には、その直前行為ないし密接行為を開始した時点

であると理解されている。

例えば、最判昭和 23 年 4 月 17 日刑集 2 巻 4 号 399

頁は、侵入盗の事案につき、家屋に侵入して懐中電灯で財

物を物色した時点で、また、最決昭和 29 年 5 月 6 日刑集

8 巻 5 号 634 頁は、スリの事案につき、現金をのぞかせ

ている被害者のズボンの尻ポケットに手を差しのべ、その

外側に触れた時点で、すでに窃盗罪の実行に着手したもの

としている。さらに、最決昭和 40 年 3 月 9 日刑集 19 巻

2 号 69 頁では、深夜、電気器具商店に侵入した被告人が、

現金を盗みたいと思い、同店内にあったタバコ売場に行き

かけた時点で、実行の着手が認められた。

（2）クロロホルム事件の登場

その後、最決平成 16 年 3 月 22 日刑集 58 巻 3 号 187

頁（クロロホルム事件）は、「実行犯 3 名のⓐ殺害計画は、

クロロホルムを吸引させて C を失神させた上、その失神

状態を利用して、C を港まで運び自動車ごと海中に転落

させてでき死させるというものであって、ⓑ第 1 行為は

第 2 行為を確実かつ容易に行うために必要不可欠なもの

であったといえること、ⓒ第 1 行為に成功した場合、そ

れ以降の殺害計画を遂行する上で障害となるような特段

の事情が存しなかったと認められることや、ⓓ第 1 行為

と第 2 行為との間の時間的場所的近接性などに照らすと、

Ⓐ第 1 行為は第 2 行為に密接な行為であり、実行犯 3 名

がⒷ第 1 行為を開始した時点で既に殺人に至る客観的な

危険性が明らかに認められるから、その時点において殺人

罪の実行の着手があったものと解するのが相当である。」

（丸囲英字・波線部・下線部いずれも筆者）として、犯行計画

を基礎に、密接性と危険性という 2 つの基準を併用して

実行の着手時期を判断するという枠組みを提示した。

（3）詐欺罪

さらに、近時、最判平成 30 年 3 月 22 日刑集 72 巻 1

号 82 頁は、いわゆる特殊詐欺の事案につき、詐欺罪の実

行の着手時期に関する重要な判断を下した。事実の概要

は、架け子が 2 回にわたり被害者に虚偽の事実を電話で

申し向けた後、受け子役の被告人が現金を受け取るため被

害者宅に向かったところ、警戒中の警察官に職務質問され

たために、その目的を遂げなかったというものである。

最高裁は、「これらの嘘（以下『本件嘘』という。）を述べ

た行為は、被害者をして、本件嘘が真実であると誤信させ

ることによって、あらかじめ現金を被害者宅に移動させた

上で、後に被害者宅を訪問して警察官を装って現金の交付

を求める予定であった被告人に対して現金を交付させるた

めの計画の一環として行われたものであり、本件嘘の内容

は、その犯行計画上、被害者が現金を交付するか否かを判

断する前提となるよう予定された事項に係る重要なもので

あったと認められる。そして、このように段階を踏んで嘘

を重ねながら現金を交付させるための犯行計画の下におい

て述べられた本件嘘には、預金口座から現金を下ろして被

害者宅に移動させることを求める趣旨の文言や、間もなく

警察官が被害者宅を訪問することを予告する文言といっ

た、被害者に現金の交付を求める行為に直接つながる嘘が

含まれており、既に 100 万円の詐欺被害に遭っていた被

害者に対し、本件嘘を真実であると誤信させることは、Ⓒ
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被害者において、間もなく被害者宅を訪問しようとしてい

た被告人の求めに応じて即座に現金を交付してしまう危険

性を著しく高めるものといえる。このような事実関係の下

においては、本件嘘を一連のものとして被害者に対して述

べた段階において、被害者に現金の交付を求める文言を述

べていないとしても、詐欺罪の実行の着手があったと認め

られる。」（丸囲数字・下線部いずれも筆者）として、上記ク

ロロホルム事件とは異なる枠組みのもと 13）、架け子が電

話で被害者に虚偽の事実を申し向けた時点で、詐欺罪の実

行の着手が認められるとの判断を示した。

4．若干の検討

最後に、以上のことを踏まえて、すり替え型キャッシュ

カード窃盗における実行の着手時期に関する近時の裁判例

の判断に若干の検討を加える。

（1）近時の裁判例の位置づけ

まず、いずれの裁判例も、占有侵害行為にあたる受け子

によるすり替え行為そのものの開始を待たずに実行の着手

を認めている点で、窃取行為の直前行為ないし密接行為の

開始で足りるとする、窃盗罪の実行の着手時期に関する従

来の判例の理解に沿ったものといえる 14）。

また、裁判例①③と②④とでは、窃盗罪の実行の着手を

認めた時点に差異はあるものの、その判断に際して用いら

れた枠組みはほぼ一致していることが見て取れる。すなわ

ち、ほとんどの裁判例において、架け子による欺罔行為そ

れ自体が、あるいは、これに加えて受け子による訪問行為

までを含めて、すり替え行為と密接な行為であること、そ

して、各行為の時点ですり替え行為が行われる客観的な危

険性が認められること、この 2 点が実行の着手を認める

理由として並列的に挙げられているのである 15）。これは、

クロロホルム事件において示された、密接性の基準（下線

部Ⓐ）と危険性の基準（下線部Ⓑ）とを併用する判断枠組み

と軌を一にするものといえる。また、具体的な判断を支え

る考慮要素という点でも、クロロホルム事件との共通性が

看取されよう。すなわち、クロロホルム事件においては、

犯行計画をもとに（波線部ⓐ）、準備行為（第 1 行為）と構

成要件該当行為（第 2 行為）の不可分性（波線部ⓑ）、準備

行為終了後の障害の有無（波線部ⓒ）、準備行為と構成要件

該当行為との時間的場所的近接性（波線部ⓓ）が考慮要素

とされていたところ、架け子による欺罔行為ないし受け子

による訪問行為を第 1 行為、受け子によるすり替え行為

を第 2 行為とみれば、各裁判例においても、それらに対

応する事情が考慮されているものとみられる 16）。

他方、多くの裁判例において、架け子による欺罔行為が

行われた時点、あるいは、その上で受け子が被害者方のイ

ンターホンを押した時点で、すり替え行為が行われる客観

的な危険性の顕著な高まりが認められることが指摘されて

いるところ、そこには詐欺罪に関する平成 30 年判例で示

された判断（下線部Ⓒ）との類似性も見て取ることができ

る 17）。

それゆえ、すり替え型キャッシュカード窃盗の未遂事案

に関する各裁判例の判断はいずれも、実行の着手をめぐる

最高裁判例の展開の延長線上にあるものとして位置づける

ことができよう。

（2）実行の着手時期の前倒しの限界

それでは、各裁判例において示された具体的判断は、窃

盗罪の実行の着手時期に関する解釈論として正当化しうる

ものであろうか。

まず、裁判例②④は、架け子による欺罔行為が行われた

上で、受け子が被害者方のインターホンを鳴らした時点で

窃盗罪の実行の着手を肯定している。この点、すでに確認

したとおり、従来の判例によると、例えば侵入盗の場合、

窃盗罪の実行の着手が認められるためには、窃盗目的で住

居などに侵入しただけでは足りず、物色行為といった、窃

取行為により近接した行為の開始が必要であると理解され

ているところ、このような理解を徹底したとき、被害者方

の内部にすらいまだ入っていない段階で実行の着手を認め

ることには疑問が生じるかもしれない 18）。他方、侵入盗

の事案であっても、現場が土蔵や倉庫などの場合には、当

該空間内への侵入を開始した時点で実行の着手を認めるこ

とができるものとされているところ 19）、これに引き付け

て考えれば、すり替え型キャッシュカード窃盗の事案にお

いても、受け子が被害者方のインターホンを鳴らした時点

で実行の着手を肯定することは可能であろう。この種の事

案の場合、架け子によって欺罔された被害者にとって、自

宅の玄関扉は自己のキャッシュカードを守るためのいうな

れば最後の砦であり、すでにキャッシュカードに狙いを定

めている犯行グループにとっては、その扉を突破しようと

する行為はまさにキャッシュカードに手を掛けようとする

行為に等しいものと評価しうることに照らせば、受け子に
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よる訪問行為を、窃取行為、すなわち、その後に行われる

すり替え行為の直前行為ないし密接行為として位置づける

ことは、無理のない解釈であろうと思われる。

問題は、それよりもさらに窃盗罪の実行の着手時期を前

倒しすることができるのか、ということである。この点、

例えば裁判例①は、これを積極に解し、「架け子による欺

罔行為が行われた……時点において窃盗罪の実行の着手が

あったものと解するのが相当である」としている。このよ

うな、架け子が電話で被害者に虚偽の事実を申し向けた時

点で実行の着手が認められるとする判断は、学説からも好

意的な評価を受けているように見受けられる 20）。たしか

に、平成 30 年判例がそうであったように、架け子による

架電行為と受け子による訪問行為とが予定された特殊詐欺

の事案においては、架電行為の時点で詐欺罪の実行の着手

を認めうると考えられている。そうだとすると、これと手

口が類似したすり替え型キャッシュカード窃盗の事案にお

いてもこの時点で実行の着手を認めなければ、いわゆる特

殊詐欺の場合との平仄が合わなくなってしまうという懸念 

も 21）、理由のあるところであろう。

しかしながら、ここまでの前倒しが、窃盗罪の実行の着

手時期に関する解釈論として許容しうるものであるかにつ

いては、なお慎重な検討を要するように思われる。かりに

特殊詐欺の場合との不均衡から、例えば、捜査機関による

対応などに支障が生じうるとしても、このような取締りの

実効性の要請から直ちに、窃盗罪と詐欺罪の実行の着手時

期を架け子による欺罔行為の時点に一致させる解釈を正当

化することはできない 22）。そもそも、刑法 246 条におい

て詐欺罪の構成要件該当行為が「人を欺いて財物を交付さ

せた」と規定されているのに対して、235 条において窃

盗罪のそれは「他人の財物を窃取した」と規定されてい

る。このような規定内容の相違が、実行の着手時期を画す

る上でも少なくない意義を有するのではないか 23）。すな

わち、窃盗罪の場合、占有奪取行為そのものが構成要件該

当行為であるのに対して（窃取行為）、詐欺罪においては、

被害者に財物の占有を移転させるよう働きかける行為、す

なわち、交付行為に向けた欺く行為が構成要件該当行為の

始点とされている（欺罔行為）。このような、両罪における

罪質の相違、より具体的には、両罪が予定している占有取

得の行為態様の差異を踏まえてなお、特殊詐欺の場合と同

様に、すり替え型キャッシュカード窃盗の事案において

も、架け子が電話で被害者に虚偽の事実を申し向けた時点

で窃盗罪の実行の着手を肯定することができるのか、改め

て検討する必要があるものと考える 24）。

5．お わ り に

いわゆる特殊詐欺は、その手口が日々巧妙化しており、

本稿が素材としたすり替え型キャッシュカード窃盗もま

た、その流れの中で編み出されたものである。被害防止の

見地から、警察による早期介入を可能とするために、例え

ば裁判例①のように、実行の着手時期をできる限り早める

べきとの要請も首肯しうる一方、それが解釈論として許容

できるものであるのかは、いまだ決着をみていない重要な

問題である。本稿では、問題点を指摘するにとどまった

が、この問題に関する詳細な検討は他日を期すこととした

い。

［附記❶］本稿脱稿後、樋口亮介「特殊詐欺のすり替え

事案における窃盗未遂」警察学論集 75 巻 1 号（2022 年）

59 頁、および、裁判例④の評釈として、松宮孝明「判批」

TKC ローライブラリー新・判例解説 Watch 刑法 No.174

（2022 年）に接した。

［附記❷］再校段階で、最決令和 4 年 2 月 14 日裁判所

ウェブサイトに接した。現時点では（2022 年 2 月 17 日

現在）、裁判所ウェブサイトに掲載された決定文と、若干

のメディア報道が参照可能であるにとどまるため、詳細な

検討は別稿に譲るほかないが、本稿の問題関心との関係で

重要な判断を含むものであることから、以下、本判例を紹

介した上で、若干のコメントを付しておきたい。

事実の概要は、以下のとおりである。すなわち、被告人

は、氏名不詳者らと、すり替え型キャッシュカード窃盗を

共謀した。そして、架け子役の氏名不詳者が、警察官にな

りすまして被害者宅に電話をかけ、同人に対し、「詐欺の

被害に遭っている可能性があります。」「被害額を返しま

す。」「それにはキャッシュカードが必要です。」「金融庁の

職員があなたの家に向かっています。」「これ以上の被害が

出ないように、口座を凍結します。」「金融庁の職員が封筒

を準備していますので、その封筒の中にキャッシュカード

を入れてください。」「金融庁の職員が、その場でキャッ

シュカードを確認します。」「その場で確認したら、すぐに

キャッシュカードはお返ししますので、3 日間は自宅で保

管してください。」「封筒に入れたキャッシュカードは、3

日間は使わないでください。」「3 日間は口座からのお金の
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引き出しはできません。」などと告げた（以下、これらの

文言を「本件うそ」という。）。その後、待機していた受け

子役の被告人が、指示役の合図により、徒歩で被害者宅の

方に向かったものの、同人宅から約 140m の距離にある

路上まで赴いた時点で、警察官が後をつけていることに気

づき、指示役に指示を求めるなどして犯行を断念したため

に、その目的を遂げなかった、というものである。

以上の事実関係につき、原々審である山形地裁と原審で

ある仙台高裁はいずれも、窃盗未遂罪の成立を認めたのに

対して、決定文によると、被告人側は、「被告人が、窃盗

の目的物であるキャッシュカードを入れた封筒を封印する

必要があるとうそを言い、被害者に印鑑を取りに行かせる

よう仕向ける行為、すなわち、キャッシュカードから目を

離させる行為が、被害者のキャッシュカードに対する事実

上の支配を侵害する現実的・具体的危険性のある行為とな

るから、このような行為をしていない時点では窃盗未遂罪

は成立しない」旨主張し、上告した。

これを受けて最高裁は、職権で次のように判断し、窃盗

未遂罪の成立を認めた。

「本件犯行計画上、キャッシュカード入りの封筒と偽封

筒とをすり替えてキャッシュカードを窃取するには、被害

者が、金融庁職員を装って来訪した被告人の虚偽の説明や

指示を信じてこれに従い、封筒にキャッシュカードを入れ

たまま、割り印をするための印鑑を取りに行くことによっ

て、すり替えの隙を生じさせることが必要であり、本件う

そはその前提となるものである。そして、本件うそには、

金融庁職員のキャッシュカードに関する説明や指示に従う

必要性に関係するうそや、間もなくその金融庁職員が被害

者宅を訪問することを予告するうそなど、被告人が被害者

宅を訪問し、虚偽の説明や指示を行うことに直接つながる

とともに、被害者に被告人の説明や指示に疑問を抱かせる

ことなく、すり替えの隙を生じさせる状況を作り出すよう

なうそが含まれている。このような本件うそが述べられ、

金融庁職員を装いすり替えによってキャッシュカードを窃

取する予定の被告人が被害者宅付近路上まで赴いた時点で

は、被害者が間もなく被害者宅を訪問しようとしていた被

告人の説明や指示に従うなどしてキャッシュカード入りの

封筒から注意をそらし、その隙に被告人がキャッシュカー

ド入りの封筒と偽封筒とをすり替えてキャッシュカードの

占有を侵害するに至る危険性が明らかに認められる。

このような事実関係の下においては、被告人が被害者に

対して印鑑を取りに行かせるなどしてキャッシュカード入

りの封筒から注意をそらすための行為をしていないとして

も、本件うそが述べられ、被告人が被害者宅付近路上まで

赴いた時点では、窃盗罪の実行の着手が既にあったと認め

られる。したがって、被告人について窃盗未遂罪の成立を

認めた第 1 審判決を是認した原判断は正当である。」

本件は、受け子役が被害者方を訪れるよりも前に、すり

替え型キャッシュカード窃盗の犯行計画が頓挫している

点、そして、このような受け子役による訪問行為が実際に

なされなくとも窃盗罪の実行の着手を認めている点で、裁

判例①③と類似するものといえよう。もっとも、これらの

裁判例は、架け子役が電話で被害者に虚偽の事実を申し向

けた時点で実行の着手を認めたのに対して、本決定は、架

け子役による架電行為の後、受け子役の被告人が被害者宅

から約 140m の距離にある路上まで赴いた時点でこれを

認めている点で、結論を異にしている。このことからは、

すり替え型キャッシュカード窃盗事案における実行の着手

時期の判断につき、裁判例①③と裁判例②④との間で、本

決定が中間的な立場をとったものとみることができるよう

にも思われる。

しかしながら、本決定が「本件うそが述べられ、被告人

が被害者宅付近路上まで赴いた時点では
4 4

、窃盗罪の実行の

着手が既に
4 4

あったと認められる」（圏点筆者）と判示して

いる点には注意を要する。これは、かりに受け子役の被告

人が被害者宅から約 140m の距離にある路上まで赴いた

という事情を考慮せずとも、あるいは、その時点まで待た

ずとも、本件においては窃盗罪の実行の着手を認めること

が可能であったとみる余地を残しているものといえよう。

それゆえ、本決定をもって、この種の事案において窃盗罪

の実行の着手を認めるためには、架け子役による架電行為

に加えて、受け子役の被害者宅への接近という事情が不可

欠である、とか、裁判例①③のように架け子による架電行

為の時点で窃盗罪の実行の着手を認めるのは早すぎる、と

いった理解を示したものと捉えるのは早計であるように思

われる。そもそも、再度決定文に目を向けるとわかるよう

に、架け子役による架電行為への評価については詳細な説

示がみられるものの、受け子役の被害者宅への接近という

事情については、それが本件犯行計画に基づくものである

ことを指摘するにとどまる（「警察官になりすました氏名

不詳者は、本件犯行計画に基づいて、被害者に対し本件う

そを述べたものであり、被告人も、同計画に基づいて、被
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害者宅付近路上まで赴いたものである。」との判示部分を

参照）。窃盗罪の実行の着手の有無に関する具体的な判断

において当該事情がどのような意味を有するものと考えら

れたのか、この点に関する本決定の理解はやや判然としな

いのである。あくまで推測の域を出るものではないが、今

後、例えば、本件よりも受け子役が被害者宅から離れた位

置にいた事案や、あるいは、受け子役はいまだ被害者宅に

接近しておらず、架け子役が電話で被害者に虚偽の事実を

申し向けたにすぎない事案に関して、窃盗罪の実行の着手

が認められるか否かが最高裁で争われることも予想され

る。そのときには、すり替え型キャッシュカード窃盗の事

案において実行の着手時期を考えるにあたり、受け子役の

被害者宅への接近という事情がいかなる意義をもつのか、

改めて問われることとなろう。本決定は、今後の類似事案

に備え、あえて慎重な表現をしたものとみることができる

のではなかろうか。

また、本決定の結論を導いた理由づけ部分についても、

注目すべき点があるように思われる。本決定は、従来の裁

判例と異なり、クロロホルム事件で示された密接性の基準

と危険性の基準とを併用する判断枠組みを明示的には用い

ていない。すなわち、「このような本件うそが述べられ、

金融庁職員を装いすり替えによってキャッシュカードを窃

取する予定の被告人が被害者宅付近路上まで赴いた時点で

は、……すり替えてキャッシュカードの占有を侵害するに

至る危険性が明らかに認められる」とあるように、危険性

の基準が用いられていることは読み取られるものの、密接

性の基準に相応する判断はみられないのである。むしろ、

「本件うそには、金融庁職員のキャッシュカードに関する

説明や指示に従う必要性に関係するうそや、間もなくその

金融庁職員が被害者宅を訪問することを予告するうそな

ど、被告人が被害者宅を訪問し、虚偽の説明や指示を行う

ことに直接つながる……うそが含まれている」とあるよう

に、従来の裁判例と比べて、詐欺罪に関する平成 30 年判

例をより強く意識していることがうかがわれる。この点に

ついては、原審・原々審での判断や被告人側からの上告趣

意と照らし合わせて考える必要があり、現時点でその意図

するところを正確に推し量ることはできないため、今後の

議論に委ねられよう。

なお、最後に念のため付言しておくと、「このような事

実関係の下においては」とあるように、本決定はあくま

で、すり替え型キャッシュカード窃盗に分類される本件事

案について、窃盗罪の実行の着手が認められるとしたにす

ぎない。本決定の理を窃盗事案一般に及ぼし、例えば、侵

入盗の事案においても、行為者が窃盗目的で被害者宅に接

近した時点で実行の着手を認めうる、などとすることはで

きないであろう。たしかに、本決定は、窃盗罪に関する従

来の判例の理解と比較すると、実行の着手時期を大幅に前

倒ししたようにも思われるものの、本件事案に即した事例

判断であることを看過してはならない。この意味で、他罪

との関係においても、その実行の着手時期に関する理解に

本決定が及ぼす影響はそれほど大きくないものとみられる

一方、ただ、いわゆるアポ電強盗との関係は、今後ますま

す問題となるように思われる。加えて、少なくともすり替

え型キャッシュカード窃盗の事案に関して、事後強盗罪の

成立範囲が相当広くなることは、やや懸念されるところで

あろう（このような懸念は、すでに髙橋・後掲注 21）11

頁、17 頁（注 29）において示されていた）。

本決定は、いわゆるすり替え型キャッシュカード窃盗の

未遂事案において、窃盗罪の実行の着手時期につき最高裁

としてはじめて判断を示したものである。本決定の評価を

めぐっては、今後、研究者・実務家の間で議論が重ねられ

ることになろう。

1）ここ数年だけでみても、未遂犯・実行の着手論に関する重
厚な研究をいくつも挙げることができる。例えば、佐藤拓
磨『未遂犯と実行の着手』（慶應義塾大学出版会、2016 年）、
原口伸夫『未遂犯論の諸問題』（成文堂、2018 年）、川端
博『未遂犯の理論』（成文堂、2019 年）、東條明徳「実行
の着手論の再検討（1）〜（6・完）」法学協会雑誌 136 巻 1
号（2019 年）189 頁、同 136 巻 3 号（2019 年）739 頁、
同 136 巻 7 号（2019 年）1650 頁、同 136 巻 9 号（2019 年）
2019 頁、同 137 巻 8 号（2020 年）1279 頁、138 巻 10
号（2021 年）1876 頁、佐藤拓磨ほか「特集 実行の着手
の比較法研究」刑事法ジャーナル 63 号（2020 年）4 頁以下、
杉本一敏「行為の構造から見た『実行の着手』時期（1）〜（3）」
刑事法ジャーナル 67 号（2021 年）78 頁、同 68 号（2021
年）105 頁、同 70 号（2021 年）91 頁など。そのほかに
も、議論を活性化する起爆剤になったと思われるものとし
て、例えば、佐藤拓磨「実行の着手について」研修 838 号

（2018 年）3 頁、樋口亮介「実行の着手──最高裁第一小
法廷平成 30 年 3 月 22 日判決を踏まえて──」東京大学法
科大学院ローレビュー 13 巻（2018 年）56 頁など。

2）山本修「いわゆる『すり替え作戦』の手口によりキャッシュ
カードを取ろうとした受け子について、詐欺未遂罪及び窃
盗未遂罪の成否が問題となった事例」研修 844 号（2018 年）
94 頁以下参照。

3）松宮孝明「判批」法学セミナー 775 号（2019 年）121
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頁など。
4）冨川雅満「特殊詐欺における実行の着手」法律時報 91 巻

11 号（2019 年）78 頁。
5）すり替え型キャッシュカード窃盗にとどまらず、広く特殊

詐欺一般に含まれる問題群の全体像を俯瞰するにあたり参
考になるものとして、例えば、十河太朗ほか「小特集 特殊
詐欺と刑法理論」法律時報 91 巻 11 号（2019 年）57 頁以
下、豊田兼彦ほか「特集 ケーススタディで考える特殊詐欺」
法学セミナー 779 号（2019 年）7 頁以下、樋口亮介ほか

「特集 特殊詐欺と刑事法上の諸問題」法律時報 92 巻 12 号
（2020 年）4 頁以下など。

6）なお、この種の事案において、架け子および受け子はいず
れも共同正犯とされるのが一般的である。

7）本判決の評釈として、大塚雄毅「判批」研修 859 号（2020 年）
31 頁、杉本一敏「判批」法学教室 483 号（2020 年）167
頁など。

8）なお、本判決が現れる以前は、この種の事案における窃
盗罪の実行の着手時期の前倒しについて、少なくとも検察
実務はかなり慎重な態度をとっていたものとみられる。例
えば、山本・前掲注 2）94 頁以下は、受け子役の被疑者が
被害者宅を訪問し、その玄関先において、被害者に「金融
庁の○○です。上司からお話は聞いていますか。」などと架
け子が告げていた嘘に沿った発言をした時点で、張り込ん
でいた警察官に詐欺未遂の現行犯人として逮捕された事案
につき、「窃盗罪は、占有移転を本質とする犯罪類型である
ことから、財物の占有移転の徴表と見ることができる客観
的・物理的状況が必要であるところ、本事例では、被疑者
は、キャッシュカードを入れさせるための白色封筒を被害
者に渡すなどの行為に及んでいないことから、窃盗罪の実
行の着手を認めるのには難がある」との理由で不起訴処分
とされた事例を紹介している。また、高橋健太「特殊詐欺
事件において、成立罪名及び実行の着手の有無が問題となっ
た事例」捜査研究 820 号（2019 年）54 頁以下では、受け
子役の被疑者が被害者方付近に赴いたものの、指示役から
の指示に従い、別の場所に移動していたところ、警戒中の
警察官による職務質問を受け、詐欺未遂の事実で通常逮捕
されるに至った事案につき、「被疑者は、被害者と接触して
おらず、その供述によっても、被害者方から約 30 メート
ルの地点まで近づいたという程度であるから、被害者の財
物の占有を侵害する具体的危険が発生したと認めるのは困
難」であり、それゆえ、「被疑者に窃盗罪の実行の着手が認
められるかは疑義がある」との理由から不起訴処分とした
事例が紹介されている。さらに、そもそも本件（裁判例①）
においても、検察官は当初詐欺未遂で起訴していたところ、
その後の訴因変更請求により、窃盗未遂の予備的訴因が追
加されたという経緯であったようである（大塚・前掲注 7）
33 頁以下参照）。

9）本判決の評釈として、杉本一敏「判批」法学教室 494 号
（2021 年）139 頁。

10）  本判決の評釈として、𠮷川卓也「判批」研修 877 号（2021
年）15 頁。なお、本件の原判決にあたる静岡地浜松支判令和
2 年 6 月 19 日 Westlaw Japan2020WLJPCA06196012
は、「本件欺罔行為は、本件計画にある窃取行為と不可分か
つ時間的場所的近接性が強い行為であり、それが成功すれば、

その後、本件計画にある窃取結果が生じるにあたって障害と
なるような事情があったとは認められず、その成功可能性も
否定できないのであるから、本件欺罔行為は、窃取行為に密
接であり、かつ、その時点で窃取結果を生じさせる客観的な
危険性が認められる行為であるといえる。したがって、氏名
不詳者が D〔被害者〕に電話をかけ、本件欺罔行為に及んだ
時点で、窃盗罪の実行の着手が認められる」と判示している。
同判決を紹介するものとして、駒方琢也「被害者をだまして
キャッシュカード等を封入させた封筒を同形状の封筒にすり
替え窃取しようとしたが、窃取行為の実行役である被告人が
被害者方インターホンを鳴らすにとどまり、財物の占有移転
が未遂に終わった事案に関し、窃盗の実行の着手があったと
して窃盗未遂の成立を認めた事例」研修 872 号（2021 年）
75 頁。

11）なお、その他にも、東京地判令和 2 年 9 月 30 日 LEX/
DB25569075 は、銀行協会職員になりすました受け子役の
被告人が、トランプカード入りの封筒を携帯して被害者方を
訪れ、同人と会ったものの、同人から怪しまれて封筒の交付
を拒まれたために、その目的を遂げなかったという事案につ
いて、窃盗未遂罪の成立を認めている。また、沖あずさ「キャッ
シュカードすり替え型の窃盗被疑事件において、実行の着手
の有無が問題となった事例」捜査研究 839 号（2020 年）57
頁では、同種事案におけるこれまでの実務の処理状況として、
被害者方の約 300 メートル手前で、スーツ姿で電話しなが
ら歩いていた被疑者を職務質問したところ、かばん内にトラ
ンプや封筒を所持していたという事案について、実行の着手
ありと認めて窃盗未遂罪の共同正犯として公判請求し、実行
の着手の有無については争われずに有罪判決が確定している
事例が存在したとの指摘がなされるとともに（62 頁）、関東
財務局職員になりすました受け子役の被告人が被害者方を訪
れ、対応した被害者の娘に対し、上司の指示で来た旨告げた
ものの、同人に看破されたと察知して現場から逃走したため、
その目的を遂げなかった事案について、実行の着手の有無お
よび時期が争われることなく窃盗未遂罪の共同正犯の成立が
認められ、有罪判決が確定したという事例が紹介されている

（58 頁以下）。
12） 大判昭和 9 年 10 月 19 日刑集 13 巻 1473 頁。なお、本判

決は、侵入盗の事案につき、家宅に侵入して金品物色のため
タンスに近寄った時点で、窃盗罪の実行の着手を認めた。

13）向井香津子「判解」法曹時報 72 巻 6 号（2020 年）182
頁以下参照。他方、本判決に付された山口厚裁判官の補足意
見では、クロロホルム事件の枠組みに依拠したものとみられ
る判断が示されている。

14）例えば、裁判例④は、「窃盗未遂罪が成立するためには、
窃盗罪の実行行為たる窃取行為それ自体の開始を必ずしも要
せず、窃取行為に密接であり、かつ、その時点で窃取結果を
生じさせる客観的な危険性が認められる行為が行われていれ
ば足りると解すべきである」と判示しており、また、裁判例
③においても、表現はやや異なるものの、同趣旨の判示がみ
られる。

15）なお、厳密にみると、裁判例③に限っては、このような意
味での明確な並列関係を看取することはやや困難であるよう
に思われるが、後述する考慮要素の共通性と併せ考えれば、
その他の裁判例と異なる判断枠組みを用いているとまでは断
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定できないであろう。
16）なお、クロロホルム事件の判断枠組みは、殺人罪の文脈

で示されたものであったが、これが窃盗罪にも援用可能であ
ることは、すでに例えば、東京高判平成 22 年 4 月 20 日判
タ 1371 号 251 頁において示されていた。そして、かかる判
断枠組みを、各裁判例のようにすり替え型キャッシュカード
窃盗の事案に援用することもまた、理論上の問題はないもの
と思われる。この点について、例えば、安田拓人「特殊詐欺
における実行の着手」法律時報 92 巻 12 号（2020 年）9 頁
以下は、クロロホルム事件の枠組みを、構成要件実現への自
動性・確実性の判断基準としてみた上で、「自動性・確実性
基準は、旧強姦罪や殺人罪のように、構成要件を直接かつ完
全に実現する行為が最後に予定されており、それ以前の行為
がそれに向けられた準備行為として位置づけられ、それに向
けて進展していく事案における判断基準として、判例上確立
していったものであり……理論上も妥当なものとして支持し
うる」として、裁判例①を引用しており、さらに、裁判例②
に関する匿名記事「判批」判例タイムズ 1484 頁（2021 年）
252 頁も、クロロホルム事件に関する安田の評価を引用し
た上で、「その判断基準は、最後に『他人の財物を窃取』す
る行為が予定されている窃盗罪の実行の着手時期の判断に当
たっても採用可能であると思われる」とする。

17）なお、すり替え型キャッシュカード窃盗の未遂事案に関す
る裁判例において、平成 30 年判例の判示のうち下線部Ⓒに
相当する事情だけが挙げられている理由について、例えば、
杉本・前掲注 1）「『実行の着手』時期（3）」95 頁脚注（6）は、
それ以外の判示部分にかかる事情は「『財物の交付を受ける
ための欺罔』を構成要件実現行為とする詐欺罪に固有の考慮
事情だと考えられたのであろう」と分析する。

18）例えば、高橋・前掲注 8）54 頁以下が紹介する不起訴処
分事例にも（前掲注 8）参照）、同趣旨の問題意識があったの
ではないかと思われる。なお、高橋則夫『規範論と理論刑法
学』（成文堂、2021 年）286 頁もまた、裁判例①に対する批
判的分析という文脈ではあるが、被害者方の玄関にも入って
いない段階で窃盗未遂罪の成立を肯定することはできないと
する。

19）例えば、名古屋高判昭和 25 年 11 月 14 日高刑集 3 巻 4
号 748 頁など。

20）例えば、冨川・前掲注 4）78 頁以下、佐藤拓磨「未遂・
承継的共同正犯」法学セミナー 779 頁（2019 年）15 頁以下、
安田・前掲注 16）14 頁など。

21）例えば、大塚雄毅「被害者をだましてキャッシュカードを
封入させた封筒をその隙を見てダミーカードを封入しておい
た封筒にすり替えて奪う手口に関する擬律判断について〜大
阪地判令和元年 10 月 10 日（公刊物未登載）を題材として〜」
警察学論集 72 巻 12 号（2019 年）21 頁。なお、江見健一「特
殊詐欺の受け子の罪責に関する諸問題──特殊詐欺の現状と
近時の最高裁判例を踏まえて──（上）」警察学論集 72 巻
11 号（2019 年）24 頁以下や、髙橋直哉「実行の着手論雑考」
研修 854 号（2019 年）11 頁、18 頁（注 35）は、特殊詐
欺とすり替え型キャッシュカード窃盗にとどまらず、いわゆ
るアポ電強盗をも含めた、さらに大局的な視点から問題点を
指摘している。

22）杉本・前掲注 1）「『実行の着手』時期（3）」95 頁。

23） 例えば、鈴木左斗志「詐欺罪における『交付』について─
─『財産犯の保護法益』論に関する一考察──」芝原邦爾ほ
か編『松尾浩也先生古稀祝賀論文集　上巻』（有斐閣、1998
年）536 頁以下や、小林憲太郎『刑法各論の理論と実務』（判
例時報社、2021 年）121 頁が、詐欺罪は窃盗罪に比べて実
行の着手時期が前倒しされているとするのも、同趣旨の問題
意識に基づくものであるように思われる。また、髙橋・前掲
注 21）11 頁、18 頁（注 32）も参照。

24）例えば、高橋・前掲注 8）57 頁は、裁判例①が現れる以
前にではあるが、「窃盗の実行の着手は、他人の財物の占有
を侵害する具体的危険が発生する行為を行った時点で認めら
れるものであり、詐欺罪の実行の着手とは別個に考えるべき」
問題であるから、「かけ子が被害者方へ電話をしただけで、
受け子が被害者方への訪問すら果たしていない時点で、窃盗
罪の実行の着手として評価できる具体的危険が発生したと言
えるのかは慎重な検討が必要である」との見方を示していた。
これは、占有侵害の具体的危険という枠組みに依拠するもの
ではあるが、本稿の問題意識と趣旨を同じくするものと思わ
れる。


